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2040の課題

公的サービスは行き届くのか

〝医師魂〟頼みの地域医療

ドライバー不足で物流が麻痺

減る財源 住民点在でコスト増
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２０４５年 ６０万人以下の県

鳥取県44.9万人 鳥取市15.7万人

高知県49.8万人 高知市27.1万人

島根県52.9万人 松江市17.5万人

徳島県53.5万人 徳島市20.5万人

山梨県59.9万人 甲府市14.7万人

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（２０１８年）から
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人口激減県…戦略的に縮む

人口減少地域に新自治制度を

都道府県を基礎自治体とする

市町村は例外規定 「置くことができる」

自治体と住民の役割・責任を再定義
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激減地区は「撤退戦」

非居住エリアの明確化

地域内移住による拠点づくり

移住者にはインセンティブ付与

行政サービスエリア絞り込み

拠点内ルールは住民に決定権
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「セカンド市民制度」構想

定住人口の〝綱引き〟に終止符を

お気に入りの地方を「第２の居住地」

週末や長期休暇に〝帰省〟

「田舎」がない都会人の故郷づくり

→ ◯◯市のファン倶楽部
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※ この資料を無断で再利用する

ことは、堅くお断り致します。
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